
令和8年度

事　  業 　 計  　画 　 書

学校法人　河野学園　



（1）基本情報
法人の名称 学校法人　河野学園
事務所の住所 山口県下関市桜山町１－１
電話番号 083-223-0338 ＦＡＸ番号 083-231-1681
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ 下関短期大学 https://www.shimotan.jp/

　付属高等学校 https://www.shimotan-hs.jp/
　付属幼稚園 https://shimotan-kinde.jp/

（2）設置する学校・学科及び学生数の状況 令和8年5月1日

学校名 学科名 入学定員 入学予定者数 収容定員 現員数
栄養健康学科 0 0 20 14

保育学科 40 32 80 64
計 40 32 100 78

普通科 80 46 240 132
調理科 40 34 120 94

計 120 80 360 226
認定こども園下関短期大学 （利用定員）

付属第一幼稚園 0歳～5歳 70 70
認定こども園下関短期大学 （利用定員）

付属第二幼稚園 0歳～5歳 60 58
計 590 432

（3）収容定員充足率 令和8年5月1日
学校名 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

下関短期大学 74.4% 76.9% 73.6% 77.5% 78.0%
付属高等学校 73.1% 72.8% 68.3% 65.6% 62.8%

付属第一幼稚園 76.2% 60.0% 65.7% 70.5% 100.0%
付属第二幼稚園 63.0% 70.0% 63.0% 68.0% 96.7%

（4）役員の概要 定数　理事  ５人　監事　２人 令和8年5月1日

区分 氏名 就任年月日 常勤・非常勤の別 寄附行為選任区分 主な現職
理事長 松 井 忠 夫 平成15年4月1日 常   勤 第7条第1項第2号 河野学園理事長

理事 山 本 正 俊 令和6年4月1日 常   勤 第7条第1項第1号 下関短期大学学長

理事 朝 原 嘉 彦 令和7年3月31日 常   勤 第7条第1項第1号 下関短期大学付属高等学校校長

理事 沖 田 哲 義 昭和62年4月28日 非常勤 第7条第1項第2号

理事 宮 木由 紀子 令和4年12月7日 非常勤 第7条第1項第2号

監事 藤 澤 正 信 令和7年6月4日 非常勤 第23条第1項

監事 原 田 治 幸 令和7年6月4日 非常勤 第23条第1項

（5）評議員の概要 定数　６人 令和8年5月1日

氏名 就任年月日 主な現職

杉 原 淳 令和7年6月4日 第32条第1項第1号 職員 河野学園事務局長

澄 川 忠 男 令和8年4月1日 第32条第1項第1号 職員 下関短期大学付属第一幼稚園園長

蔵 本 琴 美 令和3年4月28日 第32条第1項第2号 卒業生

江 原 健 二 令和7年6月4日 第32条第1項第3号 学識経験者

肥 塚 陽 子 令和7年6月4日 第32条第1項第3号 学識経験者

前 田 将 志 令和7年6月4日 第32条第1項第3号 学識経験者

（6）教職員の概要 令和8年5月1日

本務 兼務 本務 兼務

下 関 短 期 大 学 18 22 5 3

付 属 高 等 学 校 22 6 3 14

付 属 第 一 幼 稚 園 8 7 2 2

付 属 第 二 幼 稚 園 10 4 2 5
計 58 39 12 24

学校名
教員 職員

１　法人の概要

下関短期大学

下関短期大学
付属高等学校

寄附行為選任区分
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■　基本方針

■　【短期大学】

１

○ 建学の精神である「礼法を基調とする人間づくり、その上に立って必要な知識・技能を授ける」を徹底し、豊かな人
間性と高い実践力を持ち、地域に貢献できる栄養士、保育士、幼稚園教諭の育成に努める。

　

○ ３つのポリシーの実現に向けて、本学の特色ある教育を推進する。
・ティーチング・ポートフォリオを加えたＰＤＣＡサイクルを基礎に、アクティブ・ラーニング等を活用した授業改善と教
育内容の精選を進め、さらなる教育の質の向上に努める。

○ リベラルアーツの推進に努めるとともに、リメディアル教育にも力を注ぎ、資格取得に必要な資質、知識、技能の伸
張を図る。

２
○ 本学を地域に開放し地域の子育て支援の拠点化を図るなど、地域の子育て支援活動に積極的に関わる。

　 〇 下関市との包括連携協定締結を踏まえ、過度な負担とならない活動を推進し.、地域における栄養士及び保育士の
養成機関であることを積極的にアピールする。

３ 学生募集活動
〇 オープンキャンパスが学生獲得につながる重要なイベントであり、ホームページやＳＮＳ等をリアルタイムで発信す

ることで、志願者の興味を引き、大学への理解を深め志願につなげる。
○ 付属高校との一層の連携強化を進める。
○ 「特別推薦指定校」への積極的な学校訪問を行い、一層の緊密な情報交換・広報活動を進める。
○ 学び直しで入学を希望する社会人のために、行政機関やハローワーク等との連携を進め、早めの周知を図る。

　
■　【付属高等学校】

１

○ 学校教育目標として掲げる「期待と信頼に応える、安心安全な学校」づくりを目指す。

・心身ともに生徒のよりどころとなる、新しい感覚による教育環境を樹立する。

・心のふれあう心をたがやす、個性ゆたかな親和感による生徒指導の深化を図る。

・学習意欲をかきたて、一人ひとりを活かす学習指導の創意工夫を行う。

２

○ 『地域の「学び」を発信する学園の実現』を目指して、「下短付属高校コンソーシアム構想（河野学園　地域貢献・地
域学校連携活動）」
地域学校連携活動）」を推進する。〇 「学校ブランド化事業（地域貢献・イベント開催等を通した教育活動の充実・活性化）」の進展・発展を図る。

３ 生徒募集活動
○ 入学者選抜制度等の見直しを図り、受験生徒の個性や特性が活かせる制度設計とする。

○ 普通科を再構築して特色化・明確化し、中学校や生徒及び保護者への周知・広報を徹底する。

■　【付属第一幼稚園】

１
○ 『こどもまんなか』を踏まえた保育・教育活動を実践し、子どもたちはもとより保護者や教職員の笑顔あふれる園・笑

い声あふれる園づくりを目指す。

○ 子どもたちや保護者、教職員が「４つのおやくそく：◎あかるく　げんきに！◎さいごまで　がんばる！◎すすんで
おてつだい！◎おともだちに　やさしく！」を共有し、全ての教育・保育活動を通じてその実現を目指す。

〇 短期大学や付属高校と連携し、学生・生徒との交流の場を設けるなど、さまざま活動が体験できる園を目指す。
２

〇 地域にある２つの小学校との交流し、小学校の行事体験や生活体験をすることにより、幼保小の連携を進める。
３

〇 ホームページのさらなる充実とともに体験入園として行っている「のびのびキッズ」への参加のしやすさや体験の中
身をさらに工夫する。また、広く一般にも「発表会」を案内し、外部の参加者に園の雰囲気などを知ってもらう。

■　【付属第二幼稚園】

１
○ 少子高齢化が進む彦島地域の活性化を図るため、教育理念として「彦島のために質の高い教育・保育を提供す

る」を掲げ、全教職員で取り組む。本園が地域の核となって元気の輪を広げていく。
○ 園児が主役となる園づくりに努め、園児の個性を伸ばし、短期大学の付属園である強みを生かし、短期大学や姉

妹園との連携による公開保育・研究発表会を開催する。
○ 広い敷地、豊かな自然環境に恵まれ、日常的に自然体験ができる園の強みを活かした保育・教育活動を実践す

る。

２

〇 地域の「ヒト・モノ・コト」との出会いを拡充することにより、地域住民とのふれあい体験を促進するとともに、地域素
材を活用した体験活動を積極的に取り入れる。積極的に園児の元気を地域に届ける活動を推進する。

３

〇 短期大学付属幼稚園としての特色ある教育・保育活動をホームページやインスタグラム等で積極的に情報発信を
行う。

■　主な施設・設備整備の概要
○ 令和8年度の整備計画

【短期大学】Ｃ棟1階トイレ洋式化工事
【付属高校】本館３階多目的室エアコン更新工事、普通教室カーテン整備
【付属第一幼稚園】日よけ大型テント２張、未満児スロープ型避難車、未満児保育室畳、遊具塗装工事
【付属第二幼稚園】避難車兼用ミニバス、３歳以上児クラス昇降口マット整備

○

特色ある学校づくり

２　事業の概要

教学と経営の二点、すなわち教育の質の保証と学園全体の財務の健全化に重点を置いて策定した『学校法人河野
学園経営改善計画（中期計画）[令和４年度～令和８年度]』の最終年度に当たり、計画の着実な推進を図るとともに、
その成果と課題を総括し、次期経営改善計画(中期計画)を策定する。

短期大学を中核として、付属高校、２つの幼稚園型認定こども園の４つの学校のさらなる連携を強化し、地域に根ざ
した教育機関としてその存在感を高める。

特色ある学校づくり

地域連携・地域貢献

園児募集活動

学生・生徒・園児にとって、快適な教育環境づくりを実現するため、整備・補修計画を立案し、年次的に実施する。

地域連携・地域貢献

特色ある学校づくり

地域連携・地域貢献

園児募集活動

特色ある学校づくり

地域連携・地域貢献
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◆　事業活動収支予算書 令和8年4月1日から令和9年3月31日まで

科 目 予算額 前年度予算額 増 減 増減率 摘要

学生生徒等納付金 200,804,000 213,325,000 △ 12,521,000 △5.9% ※1

手数料 2,390,000 1,730,000 660,000 38.2% ※2

寄付金 3,300,000 1,000,000 2,300,000 230.0% ※3

経常費等補助金 372,971,000 341,598,000 31,373,000 9.2% ※4

　　　国庫補助金 53,600,000 65,500,000 △ 11,900,000 △18.2%

　　　県費補助金 91,716,000 96,632,000 △ 4,916,000 △5.1%

　　　市費補助金 1,118,000 3,019,000 △ 1,901,000 △63.0%

　　　施設型給付費 226,537,000 176,447,000 50,090,000 28.4%

付随事業収入 17,915,000 17,652,000 263,000 1.5% ※5

雑収入 18,650,000 3,350,000 15,300,000 456.7% ※6

教育活動収入計 616,030,000 578,655,000 37,375,000 6.5%

科 目 予算額 前年度予算額 増 減 増減率 摘要

人件費 471,117,000 436,026,000 35,091,000 8.0% ※7

教職員人件費・役員報酬 441,392,000 434,826,000 6,566,000 1.5%

退職給与引当金繰入額・退職金 20,602,000 1,200,000 19,402,000 1616.8%

賞与引当金繰入額 9,123,000 0 9,123,000 -

教育研究経費 188,825,000 212,943,000 △ 24,118,000 △11.3% ※8

（うち減価償却額） (81,400,000) (85,000,000) (△ 3,600,000) △4.2%

管理経費 32,740,000 26,138,000 6,602,000 25.3% ※9

（うち減価償却額） (3,400,000) (3,400,000) (0) 0.0%

徴収不能額等 0 0 0 - ※10

教育活動支出計 692,682,000 675,107,000 17,575,000 2.6%

△ 76,652,000 △ 96,452,000 19,800,000 △20.5% ※11

科 目 予算額 前年度予算額 増 減 増減率 摘要

受取利息・配当金 1,409,000 895,000 514,000 57.4% ※12

その他の教育活動外収入 0 0 0 -

教育活動外収入計 1,409,000 895,000 514,000 57.4%

科 目 予算額 前年度予算額 増 減 増減率 摘要

借入金等利息 344,000 402,000 △ 58,000 △14.4% ※13

その他の教育活動外支出 0 0 0 -

教育活動外支出計 344,000 402,000 △ 58,000 △14.4%

1,065,000 493,000 572,000 116.0% ※14

△ 75,587,000 △ 95,959,000 20,372,000 △21.2% ※15

科 目 予算額 前年度予算額 増 減 増減率 摘要

資産売却差額 0 0 0 -

その他の特別収入 1,723,000 3,087,000 △ 1,364,000 △44.2% ※16

特別収入計 1,723,000 3,087,000 △ 1,364,000 △44.2%

科 目 予算額 前年度予算額 増 減 増減率 摘要

資産処分差額 0 0 0 -

その他の特別支出 0 0 0 -

特別支出計 0 0 0 -

1,723,000 3,087,000 △ 1,364,000 △44.2% ※17

（予備費） 30,000,000 20,000,000 10,000,000 50.0% ※18

基本金組入前当年度収支差額 △ 103,864,000 △ 112,872,000 9,008,000 △8.0% ※19

△ 17,951,000 △ 18,456,000 505,000 △2.7% ※20

△ 121,815,000 △ 131,328,000 9,513,000 △7.2% ※21

△ 1,570,279,025 △ 1,490,758,888 △ 79,520,137 5.3%

679,000 590,000 89,000 -

△ 1,691,415,025 △ 1,621,496,888 △ 69,918,137 4.3%

619,162,000 582,637,000 36,525,000 6.3%

723,026,000 695,509,000 27,517,000 4.0%

事業活動収入計

事業活動支出計

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

翌年度繰越収支差額

　　　＜参考＞

３　予算の概要

教育活動収支差額

教
育
活
動
収
支

教
育
活
動
外
収
支

特
別
収
支

経常収支差額

事
業
活
動
支
出
の
部

事業活動収
入の部

事業活動支
出の部

教育活動外収支差額

特別収支差額

事業活動収
入の部

事業活動支
出の部

事
業
活
動
収
入
の
部
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※1 学生生徒等納付金
短　期　大　学 （△1,965万円） 付属高等学校 （△847万円）
付属第一幼稚園 （△103万円） 付属第二幼稚園 （△30万円）

※2 手数料
※3 寄付金

※4 経常費等補助金
短　期　大　学

付属高等学校
付属第一幼稚園
付属第二幼稚園

※5 付随事業収入

補助活動収入

受託事業収入

※6 雑　収　入

※7 人件費
教職員人件費・役員報酬
退職給与引当金・退職金
賞与引当金繰入額

※8 教育研究経費

※9 管理経費

※10 徴収不能引当金繰入額
※11 【教育活動収支差額】 △7,665万円（△1,980万円）

経常的な収支のうち本業の教育活動の収支状況を表しています。

※12 受取利息・配当金

※13 借入金等利息

※14 【教育活動外収支差額】

※15 【経常収支差額】

※16 その他の特別収入
現物寄付

施設設備補助金

※17 【特別収支差額】

※18 予　備　費

※19 【基本金組入前当年度収支差額】

※20 基本金組入額合計

※21 【当年度収支差額】

239万円（＋66万円）・・・主な手数料は短期大学、付属高等学校の入学検定料です。
330万円（＋230万円）・・・100周年記念事業に係る寄付予定額を特別寄付金に計上し
ています。

2億80万円（△1,252万円 ）　各部門の前年度予算との増減は次のとおりです。

【国庫】私立大学等経常費補助金3,410万円（△390万円）

【施設型給付費】1億1,804万円（＋3,860万円）

3億7,297万円（＋3,137万円）主な補助金は次のとおりです。

【山口県】運営費補助金8,429万円（△420万円）

山口県から委託された職業訓練（保育士養成科・栄養士養成科）業務、下関市から委
託された一時預かり事業の委託料を計上しています。

　　　　 授業料等減免交付金1,950万円（△800万円）

付属第一・第二幼稚園の給食費収入・預かり保育利用料、付属第二幼稚園のスクー
ルバス利用料を計上しています。

△1,795万円（＋50万円）・・・当年度資産取得計上見込み額から除却予定資産の取得
価格を差引いた額を部門別に計上しています。

△7,558万円（△2,037万円）

山口県から交付される私立学校耐震化促進利子補給金を計上しています。

4億4,139万円（＋656万円）

3,000万円（＋1,000万円）

172万円（＋136万円）

△1億386万円（＋900万円）

1,865万円（＋1,530万円）・・・施設設備の賃借料収入等に263万円、私大退職金財団
交付金に1,466万円、その他雑収入に133万円を計上しています。

2,060万円(＋1,940万円)

1億8,882万円（△2,411万円）
912万円(＋912万円)

資産の売却や処分等の臨時的な収支を表しています。

毎年の収支バランスを表しています。

△1億2,181万円（＋951万円）

106万円（＋57万円）

【施設型給付費】1億849万円（＋1,148万円）

140万円（＋51万円）・・・債券・預金利息の予定額です。

1,791万円（＋26万円）

奨学費を前年度より1,976万円減額して計上しています。

当年度は１００周年記念事業費を計上しています。

経常的な収支のうち財務活動の収支状況を表しています。

経常的な収支バランスを表しています。

172万円（△136万円）

3,274万円（＋660万円）

34万円（△5万円）・・・日本私立学校振興共済事業団からの借入金の支払利息を計上
しています。

0円（±0円）

教育後援会、育友会、ＰＴＡ等からの現物寄付の見込額を計上しています。
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◆　資金収支予算書 令和8年4月1日から令和9年3月31日まで

 (単位 円)

予 算 額 前年度予算額 増 減 増減率 摘要
学生生徒等納付金収入 200,804,000 213,325,000 △ 12,521,000 △5.9%
手数料収入 2,390,000 1,730,000 660,000 38.2%
寄付金収入 2,500,000 0 2,500,000 -
補助金収入 373,314,000 343,020,000 30,294,000 8.8%

国庫補助金収入 53,600,000 65,500,000 △ 11,900,000 △18.2%
県費補助金収入 92,059,000 97,034,000 △ 4,975,000 △5.1%
市費補助金収入 1,118,000 4,039,000 △ 2,921,000 △72.3%
施設型給付費収入 226,537,000 176,447,000 50,090,000 28.4%

資産売却収入 0 0 0 -
付随事業・収益事業収入 17,915,000 17,652,000 263,000 1.5%
受取利息・配当金収入 1,409,000 895,000 514,000 57.4%
雑収入 18,650,000 3,350,000 15,300,000 456.7% ※1
借入金等収入 0 0 0 -
前受金収入 25,920,000 23,075,000 2,845,000 12.3% ※2
その他の収入 222,416,000 238,263,000 △ 15,847,000 △6.7% ※3
資金収入調整勘定 △ 42,414,000 △ 34,201,000 △ 8,213,000 24.0% ※4
前年度繰越支払資金 435,257,887 413,656,365 21,601,522 5.2% ※5
収入の部合計 1,258,161,887 1,220,765,365 37,396,522 3.1%

予 算 額 前 年 度 予 算 額 増 減 増減率 摘要
人件費支出 461,994,000 436,026,000 25,968,000 6.0% ※6
（教職員人件費・役員報酬） 441,392,000 434,826,000 6,566,000 1.5%
(退職金支出） 20,602,000 1,200,000 19,402,000 1616.8%
教育研究経費支出 107,425,000 127,943,000 △ 20,518,000 △16.0%
管理経費支出 29,340,000 22,738,000 6,602,000 29.0%
借入金等利息支出 344,000 402,000 △ 58,000 △14.4%
借入金等返済支出 4,610,000 4,610,000 0 0.0% ※7
施設関係支出 2,431,000 6,614,000 △ 4,183,000 △63.2% ※8
設備関係支出 6,024,000 4,737,000 1,287,000 27.2% ※9
資産運用支出 30,000,000 30,000,000 0 0.0% ※10
その他の支出 247,354,000 251,262,000 △ 3,908,000 △1.6% ※11
〔予　　備　　費〕 30,000,000 20,000,000 10,000,000 50.0% ※12
資金支出調整勘定 △ 35,134,000 △ 14,131,000 △ 21,003,000 148.6% ※13
翌年度繰越支払資金 373,773,887 330,564,365 43,209,522 13.1% ※14
支出の部合計 1,258,161,887 1,220,765,365 37,396,522 3.1%

※1 雑　収　入

※2 前受金収入

※3 その他の収入 2億1,294万円（△2,531万円）

前期末未収入金収入

※4 資金収入調整勘定 △4,276万円（△856万円）

期末未収入金

前期末前受金

※5 前年度繰越支払資金 4億3,525万円（△75万円）・・・令和7年度から繰越される現金預金の見込額です。

※6 人件費支出

※7 借入金等返済支出

※8 施設関係支出

※9 設備関係支出

※10 資産運用支出
有価証券購入支出

※11 その他の支出

※12 予　備　費

※13 資金支出調整勘定

※14 翌年度繰越支払資金

【付属第一幼稚園】日よけ大型テント２張、未満児スロープ型避難車、未満児保育室畳更新、遊具塗装工事

【付属第二幼稚園】避難車兼用ミニバス、３歳以上児クラス昇降口マット整備

2億2,446万円（△2,679万円）・・・前期末未払金支払支出、預り金支出、仮払金支出、前払金支払支出の見
込額を計上しています。

【短期大学】Ｃ棟1階トイレ洋式化工事

【付属高校】本館３階多目的室エアコン更新工事、普通教室カーテン整備

収入の部

支出の部

1,865万円（＋1,530万円）・・・施設設備利用料収入（施設設備の賃借料収入等）263万円、私大退職金財団
交付金収入1,466万円、その他雑収入133万円を計上しています。

3億6,447万円（＋3,391万円）・・・令和9年度に繰越す令和8年度末の現金預金残高の見込額です。

3,000万円（±0円）

△3,513万円（△2,100万円）・・・期末未払金、前期末前払金の見込額を計上しています。

602万円（＋128万円）

債券の購入予定額を計上しています。

3,000万円（＋1,000万円）

243万円（△418万円）

2,592万円（＋284万円）・・・令和8年度末までに入金が見込まれる令和9年度の授業料・入学金等の見込み
額を計上しています。

326万円・・・令和7年度末において未収が見込まれる納付金収入、補助金収入、退職金財団からの交付金
収入等の令和8年度入金予定額を計上しています。

本館Ⅰ期～Ⅳ期耐震補強工事に伴う借入金の当年度償還予定額を計上しています。

科　　　　　　　目

科 目

令和8年度末に未収入が見込まれる納付金収入、補助金収入、退職金財団からの交付金収入等の見込額
を計上しています。

令和7年度末までに入金予定の令和8年度の授業料・入学金等納付金収入を計上しています。

4億6,199万円（＋2,596万円）・・・当年度退職予定者の退職金2,060万円計上しています。
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